
   郡山市就学援助事業実施要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、学校教育法（昭和22年法律第26号。以下「法」という。）第19条及び関係法令

に基づき、経済的理由によって就学困難な児童及び生徒（次年度に就学を予定している児童を含

む。以下「児童等」という。）の保護者に対し、学用品費等の必要な費用の援助（以下「就学援

助」という。）を行うことにより、義務教育の円滑な遂行に資することを目的とする。 

 （対象者） 

第２条 就学援助の対象者は、原則として、市内に住所を有し、かつ、市立小学校、中学校又は義

務教育学校（以下「学校」という。）に在籍する児童等の保護者（法第16条に規定する保護者又

は現に児童等を監護する者をいう。以下同じ。）で、次の各号のいずれかに該当するものとす

る。 

 (1) 生活保護法（昭和25年法律第 144 号）第６条第２項に規定する者（以下「要保護者」という

。） 

 (2) 次のアからウまでのいずれかに該当する者で、要保護者に準ずる程度に困窮していると郡山

市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が認めたもの（以下「準要保護者」という。） 

  ア 当該年度又は当該年度の前年度において、次の（ア）から（ケ）までのいずれかの措置を受け

た者 

   (ア) 生活保護法に基づく保護の停止又は廃止 

   (イ) 地方税法（昭和25年法律第 226 号）第72条の62の規定に基づく個人の事業税の減免 

   (ウ) 地方税法第 295 条第１項の規定に基づく市町村民税（同法の規定による特別区民税を 

含むものとし、同法第 328 条の規定によって課する所得割を除く。以下同じ。）の非課税 

   (エ) 地方税法第 323 条の規定に基づく市町村民税の減免 

   (オ) 地方税法第 367 条の規定に基づく固定資産税の減免 

   (カ) 国民年金法（昭和34年法律第 141 号）第89条及び第90条の規定に基づく国民年金の掛 

金の減免 

   (キ) 国民健康保険法（昭和33年法律第 192 号）第77条の規定に基づく保険料の減免又は徴 

収の猶予 

   (ク) 児童扶養手当法（昭和36年法律第 238 号）第４条の規定に基づく児童扶養手当の支給 

   (ケ) 生活福祉資金による貸付け 

  イ アに該当する者以外の者で、次の（ア）から（オ）までのいずれかに該当するもの 

   (ア) 失業対策事業適格者手帳を有する日雇労働者又は職業安定所に登録した日雇労働者 

   (イ) 職業が不安定で、生活状態が悪いと認められる者 

   (ウ) 学級費、ＰＴＡ会費等の学校納付金の減免を受けている者 

   (エ) 学校納付金の納付状態が悪い者又は学用品、通学用品等に不自由している児童等の保護

者で、生活状態が極めて悪いと認められるもの 

   (オ) 経済的理由により学校の欠席日数が多い児童等の保護者 

  ウ ア又はイに該当する者以外の者で、就学援助の必要があると教育委員会が特に認めたもの 

(3) 激甚災害に指定された災害により被災した児童生徒の保護者で、り災証明を受けた者。ただ 

し、り災の程度が半壊未満の場合を除く。 

 （申請） 



第３条 就学援助を受けようとする児童等の保護者は、就学援助費受給申請書（第１号様式）に次

に掲げる書類のいずれかを添付して、教育委員会に直接又は当該児童等の在籍する学校の校長

（以下「学校長」という。）を経由して、申請しなければならない。 

(1) 就学援助を受けようとする児童等と生計を同一とする者についての前年の所得金額にかかる市

区町村長の発行する所得が記載された証明書（以下「所得証明書」という。） 

(2) 第２条第２号ア又はイに該当する場合にあっては、それを証する書類の写し 

(3) 第２条第３号に該当する場合にあっては、り災証明書の写し 

２ 前項の規定にかかわらず、次の場合は所得証明書の添付を省略することができる。 

(1) 個人情報の保護に関する法律第69条（平成15年法律第57号）及び郡山市個人番号の利用及び特

定個人情報の提供に関する条例（平成27年郡山市条例第81号）別表第２に基づき、地方税関係情

報を確認することについて本人の同意があり、その書類により証明すべき事実を教育委員会が公

簿等によって確認することができるとき 

(2) 未就学児及び法第１条に規定する学校に在籍し当該年度において市県民税を課税されていない

者 

３ 当該年度において既に認定を受けている児童等の保護者が次年度も引き続き就学援助を受けよ

うとする場合は、就学援助費継続受給申請書（第２号様式）に第１項第１号から第３号までに掲

げる書類を添付して、教育委員会が定める日までに申請しなければならない。 

４ 前３項の規定にかかわらず、要保護者については、郡山市福祉事務所長からの該当者名簿の通

知をもって前３項の規定による申請があったものとみなす。 

 （認定） 

第４条 教育委員会は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類等を審査の

上、第２条に規定する就学援助の対象者としての認定の適否を決定し、その結果を申請を行った

者に、直接又は学校長を経由して通知するものとする。 

 （就学援助の支給期間） 

第５条 就学援助の支給期間は、４月１日から翌年３月31日までとする。 

２ 支給期間の途中から認定を受けた者については、認定を決定した日から当該認定を決定した日

の属する年度の末日までを就学援助の対象期間とする。 

 （就学援助の対象費目） 

第６条 就学援助の支給の対象費目は、次に掲げるものとする。ただし、生活保護法第13条に規定

する教育扶助を受けている者の支給の対象費目は、第６号及び第９号に掲げるものに限るものと

する。 

 (1)  学用品費 

 (2)  通学用品費（次号に掲げる費目が対象となった場合を除く。） 

 (3)  新入学用品費（新たに第１学年に入学した場合に限る。） 

 (4)  体育実技用具費 

 (5)  校外活動費 

 (6)  修学旅行費 

 (7)  通学費 

 (8)  学校給食費 

 (9)  医療費 



(10)  卒業アルバム代 

(11)  クラブ活動費 

２ 前項各号に掲げる就学援助の支給の対象費目に係る支給の金額は、予算の範囲内において、教

育委員会が別に定める。 

 （就学援助費の支給時期） 

第７条 就学援助費の支給の時期は、教育委員会が別に定める。 

 （就学援助費の支給方法） 

第８条 教育委員会は、第４条の規定により認定を受けた児童等の保護者（以下「受給者」という

。）に対して就学援助費を支給する。ただし、受給者が学校長に就学援助費の受領等に関する権限

を委任した場合は、学校長を通じて支給することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、第６条第１項第９号の医療費については、医療機関からの請求に基

づき、教育委員会が当該医療機関に対し直接に支払うものとする。 

３ 教育委員会は、受給者に対して支給すべき就学援助費に相当する額を、当該就学援助に係る債

権を有する者に対して当該受給者に代わり支払うことができる。この場合、当該債権を有する者

に対して支払う就学援助費に相当する額の限度において、当該受給者に対し就学援助費を支給し

たものとみなす。 

４ 学校長は、別に定める就学援助費個人支給明細書を作成し、保管するものとする。 

 （届出等） 

第９条 教育委員会は、受給者の世帯状況、経済状況等について確認する必要がある場合は、受給

者に対し必要な書類等の提出を求めることができる。 

２ 受給者は、前項の規定による求めがあった場合は、その書類等を教育委員会に提出しなければ

ならない。 

３ 受給者は、経済状況の好転等により就学援助を受ける必要がなくなった場合は、辞退届を教育

委員会に提出しなければならない。 

 （認定の取消し） 

第10条 教育委員会は、受給者が次の各号のいずれかに該当する場合は、第４条に規定する認定を

取り消すことができる。 

 (1) 第２条に規定する就学援助の対象者の要件を欠いたとき。 

 (2) 前条第３項の規定により辞退届を提出したとき。 

 (3) 偽りその他不正の手段により就学援助費の支給を受けたとき。 

 （返還） 

第11条 教育委員会は、前条の規定により認定を取り消した場合において、取消しの原因となる事

由が発生した日以後に支給した就学援助費の返還を求めることができる。 

 （委任） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則 



 この要綱は、平成28年１月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成30年１月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は、令和元年12月５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年９月17日から施行し、改正後の郡山市就学援助事業実施要綱第６条の規定

は、令和２年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年１月27日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年11月22日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年11月22日から施行する。  

附 則 

 この要綱は、令和６年11月21日から施行する。 

 



第１号様式（第３条関係） 

　郡山市教育委員会　

　注）申請書提出後または認定後に、家族構成や住所に変更があった場合、児童扶養手当の支給が全額停止

　　　された場合は、学校へ届け出を行ってください。再審査となる場合があります。

健康状況
援助希望

対象者（○）

　　就学援助費が認定された場合は、下記振込口座に振込んでください。なお、就学援助費のうち学校に納付

　　すべき費用に未納がある場合は、支給方法を学校長口座への振込に変更することを同意し、就学援助費の

　　請求、受領、支払及び返還についての一切の権限を学校長に委任します。

　　偽りその他不正の手段により就学援助費の支給を受けた時は、認定を取り消されても異議はありません。

(月額　　　　　 円)

ﾌﾘｶﾞﾅ

第１号様式（第３条関係） 受付　（　学校　・　教育委員会　）

年度　就学援助費受給申請書
　　　年　　月　　日　

　　このことについて、　　　年度就学援助費の支給を受けたいので、次のとおり申請します。

生年月日

≪申請者欄≫　　

保
護
者

（

申
請
者
）

住　　所 連絡先 　　　 －　　　 －

氏　名

職業（勤務先） 住居状況
(該当に○)

１　自　家
２　借　家

個人番号

児童生徒
との続柄

氏　　　名
(申請者から

みた)

続柄
生年月日 年齢 職業又は学校名・学年 個人番号

署名または記名押印

≪別居者≫（別居者の住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

≪振込口座≫　申請者（保護者）本人名義の口座を記入し口座名義・口座番号が確認できるものの写しを添付してください。

≪該当事由（該当する項目にすべて○印をつけてください。）≫

　１　児童扶養手当を受給している。

　２　個人事業税が減免されている。

　３　市民税が非課税又は減免されている。

　４　固定資産税が減免されている。

　５　国民年金の掛金が減免されている。

　６　国民健康保険税の減免又は徴収の猶予を受けている。

　７　生活福祉資金による貸付けを受けている。

支店

　８　１～７以外の理由により、子供を就学させることが困難である。

≪家庭の状況（困窮に至った理由等を詳しく記入してください。）≫　　　※必ず記入のこと。

金融機関名【ゆうちょ銀行を指定する場合は必ず振込専用口座を記入】 預金種別 口座番号

普通銀行・信用金庫

信用組合・農協 当座

本店

≪世帯状況欄≫

　　以外の方の個人番号を記入し、裏面の同意書に署名または記名押印してください。

　　住民票の世帯が別であっても生計が同一の場合は、全員について記入してください。別居している方でも
　　生計が同一の場合は記入してください。また、児童扶養手当を受給していない世帯では未就学児及び学生

口座名義人（カタカナ）　　※姓と名の間は1マスあけてください。

 



 



－

住民票の世帯が別であっても生計が同一の場合は、全員について記入してください。別居している方でも

生計が同一の場合は記入してください。また、児童扶養手当を受給していない世帯では未就学児及び学生

以外の方の個人番号を記入し、裏面の同意書に署名または記名押印してください。

　注）申請書提出後または認定後に家族構成や住所に変更があった場合、児童扶養手当の支給が全額停止された場合

　　　は、学校へ届け出を行ってください。再審査となる場合があります。

第２号様式（第３条関係）
※学校記入欄

整理
番号

(学校番号) (連番)

  　年度　就学援助費継続受給申請書
郡山市教育委員会　 　　年　　月　　日(提出日)

次のいずれかに○をつけてください。(必須) 在籍
市立

学校名
(学年)

年 児童生
徒氏名(　　)  来年度も継続希望します。

(　　)  来年度は継続希望しません。

保護者
(申請者)

住所

※申請書は、児童生徒１名につき１枚必要です。
氏名

※来年度希望しない場合は、児童生徒氏名欄及び保護
者欄のみ御記入ください。

連絡先

ﾌﾘｶﾞﾅ

　次のとおり、当該児童生徒における令和　年度就学援助費の継続受給申請をします。

　就学援助費が認定された場合は、下記振込口座に振込んでください。なお、就学援助費のうち学校に納付すべき

　費用に未納がある場合は、支給方法を学校長口座への振込に変更することを同意し、就学援助費の請求、受領、

　支払及び返還についての一切の権限を学校長に委任します。

　偽りその他不正の手段により就学援助費の支給を受けた時は、認定を取り消されても異議はありません。

署名または記名押印

氏 名
保護者（申請

者）との続柄 生 年 月 日
同居･
別居

勤務先又は
学校名・学年

個人番号
健康
状況

本人 ・　 ・

・　 ・

世帯の状況
・　 ・

・　 ・

※保護者及び児童生
徒含む。

・　 ・

・　 ・

・　 ・

　　｢勤務先又は学校名・学年｣欄は、記入時点の内容で記入してください。

・　 ・

住宅の状況  １ 自家(実家も含む)　２ 賃貸住宅　３ 借間　４ その他(　　　　)
家賃
(月額)

円
(該当番号を○で囲む)

申請の理由

　(来年度も引き続き受給を希望する理由を詳しく御記入ください。)

振込口座　申請者（保護者）本人名義の口座を記入し口座名義・口座番号が確認できるものの写しを添付してください。

金融機関名【ゆうちょ銀行を指定する場合は必ず振込専用口座を記入】 預金種別 口座番号

添付書類 [　　] 添付書類は、(学校名　　　　　　　　学校)(学年　　　年)の(氏名　　　　　　　　)分に添付して
あります。

銀行・信用金庫 本店 普通

信用組合・農協 支店 当座

口座名義人（カタカナ）　　※姓と名の間は1マスあけてください。

教育委員会記入欄

申請書確認欄 住民基本台帳確認欄 (備考)

1回目 2回目

昨年の登録口座と同じ　□ ※　昨年と同じをチェックされた方は以下記入不要

第２号様式（第３条関係） 

 



同　意　書　

　　　　就学援助受給資格確認のため、郡山市教育委員会が、申請者及び

　　　就学援助希望対象者と生計を同一とする者に係る地方税関係情報の

　　　閲覧を行うことに同意いたします。

　  　　            年　　月　　日

住　所　　　　　　　　　　　　　　　　

　※　上記氏名・世帯員氏名欄に署名または記名押印してください。
　　　署名する場合は、同意する本人・世帯員がそれぞれに自分で記入してください。
　　　押印する場合は、本人・世帯員それぞれ個人の印鑑で押印してください。

世帯員氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　）

世帯員氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　）

世帯員氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　）

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者との続柄　

世帯員氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　）

世帯員氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　）

世帯員氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　）

世帯員氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　）

 


